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袖ケ浦市みんなが輝く協働のまちづくり条例 

平成２９年９月２９日 

条例第１０号 

私たちのまち袖ケ浦の名は、古事記に記された弟橘媛の伝説に由来し、

それぞれの時代に、この地で暮らした人々の歴史や文化が息づいており、

今日まで私たちに受け継がれてきました。 

袖ケ浦市は、かつて養殖海苔を主とした漁業が盛んに行われていました

が、昭和４０年代に始まった東京湾の埋立てを転機に、海岸線は国内有数

の工業地帯に変貌し、多くの人々が全国から移り住みました。また、内陸

部に優良な田園地帯が広がり、豊かな緑と自然にあふれ、これからも東京

湾アクアラインなど交通の要衝として、更なる発展が期待されています。 

社会は、時代とともに常に変化しています。私たちの暮らしは物質的に

豊かになりましたが、個々の価値観の多様化や少子高齢化が進むにつれて、

地域における人と人とのつながりが薄れ、私たち市民のニーズは一層複雑

に、そして多様になりました。 

私たちのまちづくりの在り方も、こうした変化に対応していくことが求

められます。 

地域社会が様々な課題を抱える中で、誰もが住みやすいまちをつくるた

めには、私たちみんなが知恵を出し合い、積極的にまちづくりに参加し、

連携していく必要があります。そして、市民、地域コミュニティと市がま

ちづくりの目標に向けて協働していくことで、袖ケ浦市の持ち味を活かし

た、私たちの想いに沿ったまちづくりが進められると考えます。 

私たちは、まちづくりを自らの手で進めることによって、子どもからお

年寄りまでいきいきと輝き、ふれあい、支え合う住みやすいまちをつくる

ため、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における協働によるまちづくりの推進に関する

基本理念及び基本となる事項を定めるとともに、まちづくりの主体とな
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るものの役割及び責務を明らかにすることにより、地域コミュニティの

活性化及び協働の推進を図り、もって活力に満ちた共に支え合う住みや

すいまちをつくることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 市民 市内に居住する者（以下「住民」という。）又は市内に通

勤し、若しくは通学する者をいう。 

(2) 地縁団体 自治会、子ども会、ＰＴＡその他地縁により形成され

た住民を主体とする団体をいう。 

(3) 市民活動団体 ＮＰＯ、ボランティア団体その他地縁に捉われる

ことなく共通の関心又は分野により形成された市内で活動する団体を

いう。 

(4) 事業者 市内において事業活動を行う者をいう。 

(5) 地域コミュニティ 地域における地縁団体、市民活動団体及び事

業者をいう。 

(6) 市 市長その他の市の執行機関をいう。 

(7) 協働 地域コミュニティ及び市が共通の目的を達成するために、

それぞれの果たすべき役割及び責任を自覚した上で、相互の自主性及

び主体性を尊重しながら協力し、又は連携することをいう。 

(8) まちづくり 地域課題の解決を図り、より住みやすい地域社会を

形成することをいう。 

（基本理念） 

第３条 市民、地域コミュニティ及び市は、次に掲げる基本理念に基づき、

協働によるまちづくりを推進するものとする。 

(1) 市民の地域コミュニティへの参加の促進 地域コミュニティ及び

市は、市民が地域コミュニティに参加しやすい環境をつくること。 

(2) 地域コミュニティの連携の促進 地域コミュニティは、それぞれ
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の持ち味を活かし、相互に連携すること。 

(3) 地域コミュニティと市の協働の推進 地域コミュニティ及び市は、

互いの特性及び立場を尊重し、適切な役割分担の下で協働すること。 

（市民の役割） 

第４条 市民は、地域コミュニティに自主的かつ主体的に参加し、まちづ

くりに関わるよう努めるものとする。 

２ 市民は、自らがまちづくりの担い手であることを認識し、まちづくり

への理解を深め、意識の向上に努めるものとする。 

（地縁団体の役割） 

第５条 地縁団体は、自らの地域における情報を収集し、課題を把握する

とともに、他の地域コミュニティと連携し、又は市と協働して、地域の

特性を活かしたまちづくりに取り組むよう努めるものとする。 

２ 地縁団体は、自らの地域における住民相互の交流及び連携を促進する

よう努めるものとする。 

（市民活動団体の役割） 

第６条 市民活動団体は、その活動する分野における知識、専門性等を活

かし、他の地域コミュニティと連携し、又は市と協働して、まちづくり

に取り組むよう努めるものとする。 

２ 市民活動団体は、市民に対し、その活動への参加の機会を提供すると

ともに、広報活動等を通じて、その活動内容が理解されるよう努めるも

のとする。 

（事業者の役割） 

第７条 事業者は、地域社会との連携を深めるとともに、その事業活動の

特性、専門性等を活かし、地域の活性化及びまちづくりに寄与するよう

努めるものとする。 

（市の責務） 

第８条 市は、本市のまちづくりに関する基本的な構想及び計画を示し、

総合的かつ計画的に各種の施策を推進するものとする。 
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２ 市は、地域における情報を収集し、地域コミュニティの活性化に資す

る施策を推進するとともに、地域コミュニティによるまちづくりを支援

するものとする。 

３ 市は、協働によるまちづくりを円滑に推進するための環境の整備に努

めるとともに、協働に当たっては、第３条の基本理念を踏まえ適切に役

割及び責任を分担するものとする。 

４ 市は、市の職員に対し、協働によるまちづくりに関する理解を促進し、

知識及び技能を習得させるものとする。 

（情報の共有等） 

第９条 市は、市政及びまちづくりに関する情報を分かりやすく市民及び

地域コミュニティに提供することにより、情報の共有に努めるものとす

る。 

２ 地域コミュニティは、その活動内容に関する情報を広く発信すること

により、情報の共有に努めるものとする。 

３ 市は、前項に規定する地域コミュニティが行う情報の発信を支援する

よう努めるものとする。 

（計画等策定への参画） 

第１０条 市は、第８条第１項の基本的な構想及び計画を策定するときは、

その過程において市民が参画する機会を設けるものとする。 

（担い手づくり） 

第１１条 地域コミュニティ及び市は、まちづくりに関する学習、体験等

の機会を市民に提供し、地域コミュニティの担い手となる人材の育成に

努めるものとする。 

（拠点づくり） 

第１２条 地域コミュニティ及び市は、市民相互の交流並びに地域コミュ

ニティの活動及び連携等を行うための施設を整備し、又は場を提供する

よう努めるものとする。 

（補助金の交付等による支援） 
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第１３条 市は、地域コミュニティによるまちづくり及び前条の規定によ

る施設の整備又は場の提供に対し、補助金の交付その他の支援措置を適

切に行うよう努めるものとする。 

（協働のまちづくりに関する提案等） 

第１４条 地域コミュニティ及び市は、協働によるまちづくりに関する提

案を相互に行うことができるものとする。 

２ 市は、前項に規定する提案を行うために必要な制度を整備し、提案の

機会を充実させるよう努めるものとする。 

（地域まちづくり協議会） 

第１５条 住民及び地縁団体は、自らの地域におけるまちづくりを推進す

るための組織（以下この条において「地域まちづくり協議会」という。）

を設立することができる。 

２ 地域まちづくり協議会は、当該地域の市民及び地域コミュニティによ

り組織するものとする。 

３ 市は、地域まちづくり協議会の設立、運営及び活動に対し、必要な支

援を行うよう努めるものとする。 

（協働のまちづくり推進計画） 

第１６条 市は、この条例の実効性を確保するため、協働によるまちづく

りを総合的かつ計画的に推進する計画（以下この条及び次条において

「推進計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市は、推進計画の実施状況等について定期的に評価を行い、その結果

を公表するものとする。 

（協働のまちづくり推進委員会） 

第１７条 協働によるまちづくりの推進に関し必要な事項を調査審議する

ため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の

規定に基づき、袖ケ浦市協働のまちづくり推進委員会（以下この条にお

いて「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する
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ものとする。 

(1) この条例の見直しに関すること。 

(2) 推進計画に関すること。 

(3) その他市長が必要と認める事項 

３ 委員会は、前項に規定するもののほか、協働によるまちづくりの推進

に関し、市長に意見を述べ、又は提言をすることができる。 

４ 委員会は、委員１５人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が

委嘱する。 

(1) 公募による市民 

(2) 地域コミュニティに属する者 

(3) 学識経験のある者 

(4) その他市長が必要と認める者 

５ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

（推進本部） 

第１８条 市長は、協働によるまちづくりに関する施策を総合的かつ計画

的に推進するため、関係部局の長からなる推進本部を設置する。 

（委任） 

第１９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１０月１日から施行する。 

（袖ケ浦市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部改正） 

２ 袖ケ浦市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（昭和４６年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

別表中 
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「 

総合開発審議会

専門委員会 

委員長  

 

７，５００  

 

 

 委員 ６，５００ 

」 

を 

「 

総合開発審議会

専門委員会 

委員長  

 

７，５００  

 

 

 委員 ６，５００ 

協働のまちづく

り推進委員会 

委員長  ７，５００   

委員  ６，５００   

」 

に改める。 


